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「利益の資本化」に対する税法の論理
山 自奇 佳 夫
I. 法人個人一体主義と法人独立課税主体主義の推移
わが国税法における法人個人一体主義と法人独立課税主体主義の推移は， 事
れを法人税の性格に従い 4つの時期に分けて観察することができる。それぞれ
の期における特徴的な点を略述すれば次の通りである。
(I) 法人税源泉課税の時期（明治32年～大正8年）
わが国の所得税制は明治20年に創設きれたが，当時は法人制度があまり発達
していなかったこともあって，所得税は専ら個人に課税きれ，法人税には課税
きれなかった。
明治32年，わが国ではじめて法人に所得税を課するようになった。しかし
法人に対する課税は，個人資本主が法人を通じてえる所得に対する課税である
という性格のものであった。つまり個人が法人を通じてえる所得の源泉徴収と
して，法人から税を前取りするという考え方に立っていたようである。したが
って，法人所得に課税すると同時に，個人が法人から受け取る利益の配当およ
び利益処分による賞与は非課税の所得となった。また法人が他の法人から受け
取る配当金および公社債の利子も非課税とされた。一応，法人個人イ本主義の
上に立ち，二重課税は全く行なわれなかったということができょう。
なおその後は，明治37・38年の増税（非常特別税法）および大正 2年の税制務
理による部分的改正がなきれたにすき、なし九
(2) 法人独立課税の時期（大正9年～昭和24年）
支那事変，第 2次大戦をふくむこの時期には，所得税法の改正（大きな改正と
しては大正9年， 15年，昭和15年）または臨時的な立法等（昭和12～14年， 16～19年）
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により相ついで増税が行なわれ，その過程において，受取配当課税における所
得控除は漸次縮減（大正9年40%，昭和12年20%）きれて，法人・株主聞の二重課
税が徹底していったが，最終的には昭和15年，配当について負債利子控除を認
めることと見合いに，所得控除は全廃きれた。法人税法として所得税から独立
したのもこの年からである。また法人税は損金に算入きれないこととなった。
戦後の税制仏毎年のように改正きれたが，印象的なのは，戦時補償特別税・
財産税（21年）および非戦災者特別税（22年）の課税，申告納税による総合課
税制度の採用（22年），取引高税の創設（23年）等である。また昭和23年臨時的
立法として配当所得の15%相当額を所得税額から控除する旨が規定された。
法人独立課税主体主義によれば，法人は独立の法律主体 (legalentity）として認め
られ，いくつかの権利と義務をもっている。したがってその構成員とは別個の立場で経
済行為を行なう点では，自然人（個人）と何ら異なるところはない。このように法人は，
一個の企業体として独立した法人格を持つとともに，経済的にも独立の経済主体（eco-
nomic entity）として活動し，その活動は一時的なものではなし構成員の生命をこえ
て永続的て”ある。
自然人（個人）が経済的に行動して成果を獲得し，その成果である所得に対して課税
されるのと同様に，法人もまた経済主体として活動し，その成果として所得を造出する
から，その所得に対して課税きれることは，極めて自然でありまた衡平に適していると
考えられる。そこでは法人の所得に対し法人税を課し，さらに株主が受け取る配当につ
いて所得税を課しでも，二重課税を構成するものではない。法人は，株主とは別個の納
税主体であり，その担当能力に応じて法人税を負担する。法人税と所得税とは全く異な
った別個の手且税であると考えられる。
このように法人を独立の拘税主体とする立場から，法人税を積極的に正当化する根拠
として，つぎの所説が挙げられている。（1）利益説ないし特権説，（2）社会費用配分説，（3)
負担能力説，（4）社会統制説
(3) 法人税・受取配当調整の時期（昭和25年～昭和35年）
シャウプ勧告に基づく昭和25年の改正は，法人と株主聞の二重課税の排除を
目的とした諸制度を採り入れ，法人税を，株主が法人から受け取る配当に対し
て課される所得税の前取りであるとする思想，つまり法人個人一体主義への転
換をもたらした。すなわち，法人税においては，
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（イ） 超過所得税を廃止して35%の平均税率で課税する。
（司 法人の留保利益すなわち積立金に対しては，所得税の課税が延期される代償として，
2% （同族会社については 7%）の利子税を課する。
付法人が他の法人から受け取る配当は，これを益金に算入しない。
（ニ） 清算所得に対する課税を廃止する。
他方，所得税においては，
μ） 法人から受け取る配当は，これを個人の総所得に算入するとともに，配当金額の25
%相当額を配当控除額として所得税額から差しヲ｜〈。
（ロ） 配当に対する所得税の源泉徴収を廃止する。
付法人の解散，合併に伴なって個人の取得する金銭，新株等については，みなし配当，
譲渡所得等の課税を行なうとともに，新株については旧株等の取得価額を，みなし
配当等の課税に応じて調整して引き継がせる。
（ニ） 法人における利益留保の増大に伴なう株主持分増加の実現益を課税するために，株
式の譲渡所得の全額を総所得に算入する。
シャウプ勧告に基づく税制は，一貫した理論の上に立っていたが，わが国の
実状に適合しない点もあり，その後経済的要請に従いあい次いで改正が行なわ
れた。昭和26年の改正以後，利子所得に対する課税に源泉分離課税制度がとら
れた。昭和27年の改正では，法人税率を42%に改め，また資本蓄積の要求にこ
たえて非同族会社の積立金課税を停止した。昭和28年の改正では，株式の譲渡
所得 それは法人の内部留保の増大を反映するものと考えられた に対する課税を廃
止し，低率 (15/10,000）の有価証券取引税と置き換えたため，法人段階での清
算所得に対する課税を復活した。また昭和29年の改正は，増資新株に対する配
当金の一部免税措置（10%損金算入）のほか，積立金課税を廃止し， l可族会社の
当年度の留保に対し 1回限り課税 (10%）することとした。さらに昭和30年の
改正においては，配当控除率の引上げ（30%）の臨時措置がとられたが， 2 
段階の法人税率構造（50万円以下35%50万円超40%，累退税率化）が出現した。ち
(3) 
なみに現在では 3段階となっている。
法人個人一体主義はつぎのように説明される。法人は，その実体である構成員の集介，
しかも最終的には個人出資者にまで分解されるものの集合と考えられている。法人は，
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かかる構成員の目的的組織と考えられ，法人の経済活動に基づく成果は，窮極的には出
資者個人に帰属しその所得を形成する。法人という法律的メカニズムは，それ自身が目
的である存在とはいえず，あくまでもその構成員の富の獲得のための手段である。そし
て法人向休の所得は，単に技術的な計算上の経過的なものにとどまり，最終的に個人出
資者の所得への帰着を予定している。
そこで法人の所得に対する課税は，法人の背後にある資本主個人の所得に対する課税
であると考えられる。さらにいえば，法人税は，出資者個人の納税する配当所得に対す
る所得税の代替的・前払的な性格を有する租税である。納税主体は，法人という独立し
た法人格者それ自体ではなし出資資本主でみあると観念しているわけである。いわゆる
支払能力原則（ability-to-payprinciple）ないし能力説（facultytheory）は自然人
にのみ適用きれる。かくして法人税は，法人を通じて，その株主等に対して課税するも
のであるから，法人の所得に対し法人税を課し，さらに株主が受け取る配当について所
得税を課することは，明らかに二重課税であり，正当でないということになる。したが
ってこの考え方からは，法人税と株主に対する課税との聞において，何らかの調整が図
られなければならない。
(4) 法人税軽課・受取配当調整併用の時期（昭和36年～現在）
昭和36年の改正は，租税特別措置法によって，支払配当については，法人税
率を24%と28%（原則税率は33%と38%）に軽減するとともに，これに照応して配
当控除率を15%と7.5%（原則は20%と10%）に， また法人の受取配当益金不算入
を受取配当の75%相当額に縮減することとした。昭和40年度においては，法人
税率が号｜き下げられ（31(22)%,37(26)%)' 配当所得について部分的に源泉分
離課税を選べるようになったが，二重課税の調整といった企業課税についての
基本的な改正は見送られ t~~
二重課税調整の典型的な方法としては，つぎの 4つをあげることができる。
(1) 組合（partnership）課税方式
(2) 配当損金算入方式
(3) グロス・アップ（源泉控除 deductionat source）方式
(4) 配当税額控除方式
現行の配当税額控除方式は，手取配当額の一定割合に相当する額を所得税額
から控除するものである。すなわち，法人所得の段階で源泉徴収的に法人税を
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課し，ついて、課税済みの所得部分が個人株主に分配されると，これを個人株主
の総所得に合算し最終的に課税するのであるが，その際，受入配当額の所定割
合を個人の所得税額から控除することによって，二重課税の調整を図ろうとす
るのである。
しかし，それはグロス・アップ（grossup ）を行なわないばかりでなく，控
除額が所得税額から控除しきれない場合には還付しない等，手続きは簡略化き
れるものの，反面，完全な二重課税の排除が行なわれず，とくにその控除によ
る利点が高額所得者に大きいという欠点があるとされる。
法人所得についての二重課税排除の問題の難かしきは，主として留保所得の
存在に起因するといわれる。シャウプ勧告の記すように「すべての法人がその
利益全体（entireearnings）を直接に配当の形で分配し，納税者が受け取った配
当を完全に申告するならば， 問題はないであろう。かりに法人の利益が関係
株主のところで課税きれるとする限り，法人に対しては，いかなる課税を行な
う理由はないであろうりしかし現実には，法人は利益のうち，その一部を配当
し残余を積立金その他の形で留保するから，利益が株主に配当きれるとき初め
て課税するというのでは，留保された利益に対する課税は長〈延期きれること
になる。そのことは，殆ど課税を放棄すると同様の特典にもなりかねない。そ
れにしても留保利益の調整はきわめて困難であるため，配当について完全な調
整を行なう方法が，かえって個人との間でその留保課税を通じて不公平を生ず
るという批判を生むことにもな l~
以上のように，企業の立場と株主の立場を統一的に理解し，法人税・所得税
の一体性を前提としたシャウプ税制の理論的構造は著しくゆがめられたが，注
目したいのは，それらに関する諸制度のうちでなお残留しているのは，骨格的
部分ともいうべき個人の配当控除と法人の受取配当の益金不算入の措置である。
そしてこれらが，次節に述べる「利益の資本化」の処理について，基本的な考
え方となっているのである。
二重課税の問題は，屡々法人擬制説および法人実在説によせて説明きれる。
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「法人擬制説は，企業の所有と経営とが分離していない小企業において，その正当性
を支持する地盤を持つ。このような小企業は，単に法形式上法人形態をとっているに留
まり，経営の実体は個人企業ないし組合企業と異なるところはない。したがって，所得
課税上もこの実態に即し，法人所得を個人所得とみなして課税するか，又はできるだ
（！曲
けこれに近い姿で課税して然るべきこととなるり
「法人実在説は，企業の所有と経営が分離した大企業の場合に妥当する面を持つ。株
主は完全に投資者と化L，社債権者と株主との聞には，殆ど明確な一線を引き得なくな
っている。大企業は，株主の異動とは何の関係もなしその活動を続けている。したが
って，法人を個人とは切り離し，独立の課税主体と見る立場は，充分社会に基盤を持つ
(1) 
ているのであるd
富岡教授もまた「租税負担公平の見地から企業の種別によって生じている課税の不公
平を除去し，税制の中立制を堅持する見地から，法人企業のうち，同族的企業（資本閉
鎖性法人）と開放的企業（資本開放性法人）とに，その性格，構造ならびに社会的機能
の差異に着目し，それぞれの実情に期応した課税方式を導入する必要」のあることを主
(12) 
張されている。
しかしそこには，企業を 2つに区分する技術的な基準の設定に難点があろうし，それ
にもまして上述の考えに基づく税法体系の樹立という大きな課題に突き当ることにな
、（！司ろっ。元来，法人擬制説といい法人実在説といいそれらは，法人の本質に関する民法理
論であって，二重課税といった租税法上の立脚点ないし根拠を提供するはずのものでは
ない。忠佐市氏は，二重課税の調整問題に対し，財政政策一点張りの論理と実証とによ
って解決すべきであると述べられる（！？また小松芳明氏は「配当に対して，いかなる方法
で課税するかは，法人の本質論とは離れて，租税法本来の目的に従って，一定の租税収
入を調達するには，経済活動の流れの中の，いかなる点において，いかなる時において
賦課するのが国民経済の発展にとって経済的に最も合理的，効果的であるかという経済
効果の観制、ら定められるべきである。」とされる？
いずれにせよ，見逃せないのは，現行税法が法人という独立した法人格自体について，
その法人の実体をなす構成員（究局的には個人に分解きれたものとして）の集合を同時
に考えるという立場に立っていること明したがって法人は，外的には独立の人格として
営利活動を行ない，内的にはその利益をあげて資本主に帰属させるという二面の性格を
持つと解せられていることである？
注（1）吉国二郎外「法人税法」（理論篇） 4 -6' 10, 89ー 100頁，なお渡辺喜久造「税の
理論と実際」（実際編入河合信雄編「現代企業税制批判j」および富岡幸雄稿「税務会計
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の基礎概念の構造と形成」会計99巻2号その他を参考にした。
(2) 「シャウフ。の体系は，直間比率においては間接税よりも直接税に重点をうっし，直
接税のなかでは法人税を軽課し，租税体系の中心、を所得税におくものである。・…・す
なわち，法人税軽課（企業減税）によって資本蓄積を保証すること，所得税重課（大
衆課税）を通じて国庫主義の確保を保証すること，このことによって，資本主義にお
ける資本対労働の関係を固定化し，すすんでは資本の側に有利に展開きせようとする
ものである。…シャウプはこの一般的方向を法人擬制説（法人税源泉課税説）の体系
で貫いていたところに特徴がある oj （河合信雄編「前掲書」 38頁）
「ンャウプ法人擬制説は，法人税を株主の所得税の源泉徴収として均一低率比例
化をはかるものであった。そのかわりに，個人所得は徹底的に総合把握するものであ
った。そこで，法人留保所得にたいしては，配当によって総合課税されるまでの利子
税を付加課税することにより納税延期に対処するとともに，キャピタル・ゲインは個
人の段階で実現したものは譲渡所得として，未実現部分は富裕税として課税するとい
うものであった。この総合所得課税，キャピタル・ゲイン全額課税がシャウフ。の税制
でいうところの課税の公平，形式的公平の体系の中心をなすものであるoJ（「前掲書」
40頁）
(3) 普通法人の法人税率（昭和45年）
資本金1億円以下の法人
（年 30叩以下岬附（西配対するもの22%
年 300万円超の所得36.75% （配当に対するもの26%)
資本金l億円超の法人
36.75% （配当に対するもの26%)
「一般法人の留保所得の利子付加税の廃止と同族会社の留保所得課税の継続，租税
特別措置の拡充と法人税率の引き上げ，増資配当免税のちの配当充当軽課…の措置に
よって， シャウプ法人擬制税の法人税単一比例税の制度はきわめて逆進性の高い中小企
業に苛酷なものにかわった。このことは，もともと大法人（独占資本）に有利で中小
企業に不利であったシャウプ税制ではあるが，その本質が益々強められ，一層，きわ
だつてはっきりした逆進性のものにかわったことを示しているoJ（「前掲書」 45頁）
(4) 配当課税に関する現行の制度は，西ドイツ式の配当軽課法（租税特別措置法42条参
照）とイギリス式の配当控除および益金不算入制度との混合形態であるといわれる
（塩崎潤「税制jの動きと企業課税原理の模索」産業経理25巻2号）。
税制調査会（昭和39年答申）は，配当課税のあり方としてつぎの 2つの方式のうち，
前者をとるのが適当であるとしている。
① 留保分と配当分の法人税率を等しくし，株主段階ては配当分の法人税を配当所得
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に含めて所得税を計算した上で，その所得税の税額から配当分の法人税を税額控除す
る法人段階源泉課税方式（グロス・アップ方式）
② 法人段階においては，支払配当の損金算入を行ない，株主段階で配当控除およ rJ.
配当益金不算入の制度を廃止して全額課税する支払配当損金算入方式
(5) 吉国二郎外「前掲書」 28頁
(6) シャウプ使節団・日本税制報告書1巻 106頁
(7) 吉国二郎外「前掲書」 29頁， しかし「累進税率構造を持つ個人所得税！：' ...所得を
異にする投資者を構成員とする法人の所得に一括して課税しようとする法人税の問に，
具体的な衡平を期待することがすでに無理である」とされる（同上）。
(8) 「法人税と所得税の二重課税を是とする議論も非とする議論も，一応法人税の負担が
株主等の負担となることを前提としている。しかし，もし法人税が転嫁されるとすれ
ば，問題の焦点である二重課税そのものの全部または一部が消滅してしまうことにな
るd （同上30頁）
(9) 擬制説 (fictioustheory ）…「この説は，自由な意思主体たる人聞のみが法的主体
者であるという意思理論から出発し，法人は国家によって単に法律上の目的のために
人為的に擬制された主体であるとする。…事実上団体的結合が存在していると観念き
れるときは，そこには，個々の構成員ではなし団体自体に帰属する共同利益すなわ
ち団体利益がある。団体利益がある以上，その利益の帰属者として独自の法主体（法
人）が存在するかのように擬制するのである。…法人とは『私法上の財産能力につい
て人為的に認められた主体』であり，法律上の目的のために擬制されたものであり，
『観念的存在』であるとし寸法命題が提示され，…法人の法技術的性格が前面に現わ
れてくるのであるoJ （田中誠二編「株式会社法辞典」 310 311頁）
実在説（realistictheoi:y）…「法人は法によって認められた権利主体であるから，
法人そのものは法による人格供与によって初めて存在するが，法が法人格を認める対
象，すなわち法人となる実体は，社会的存在として実在している，という学説であ
る。口実在説には種々あるが，・・有機体説は，…社会的有機体として独自の存在性と団
体意思を有するものが法人の本体であるという説であり，（組織体説）は，法人が実在
するという意味は，有機体説のように，必ずしも意思の主体として実在するのではな
し法によって組織を与えられた法的実在であるとする。つまり（後者）は，権利主
体たるに適する組織きれた組織体として法的に実在するというのである oJ（向上，
458頁）
(I似JI) 林大造「我国法人税制における擬制説と実在説」税経通信11巻3号
(12) 富岡幸雄「前掲稿」
(13) 塩崎潤氏は所得税の構造について「法人税や個人所得税がたえず増大する国や地方
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団体の歳出需要の要請に応える歳入調達手段であり， しかも同時に資本主義経済の下
で私的企業の発展を願う生きた社会経済的な制度であるだけに，論理的に導き出きれ
る純粋抽象的な形態を採るものではなく，法人税や個人所得税の基礎となるいわば大
きな傾向を示すものといった方が適切であるかも知れないd と（「法人税の性格」「新版
．税務会計論ょ所収）。
(14) 忠、佐市「擬制説・実在説の発想批判」産業経理24巻7号，同旨「企業利益と課税所
f与の差異及びその調整について」昭41・5，税務会計特別委員会
(I日小松芳明「米英税法上の法人擬制説と実在説」税経通信11巻3号
(16) 忠佐市「前掲稿」
(I円吉国二郎外「前掲書」 15頁
2. みなし配当と利益の資本化
(I) みなし配当
現行の法人税制において法人に対する課税は，法人の構成員である株主の配
当所得に対する源泉徴収的前取りであると考えられていることは既に述べた。
しかして法人に対する課税は，法人が稼得した利益を個人株主に分配して，そ
れに所得税が課されたときに完結する。したがって，法人がその所得を分配し
ないで，社内に留保している限り，個人株主に対する所得税の課税は延期され
ることになる。税法上，利益積立金額は，法人税と所得税との連結点をなし，
法人税については課税済であるが，所得税については課税未済の未決済勘定のよ
うなものである。そこで利益積立金額に相当する資産が，減資・解散・合併・
資本組入れ等によって株主等に帰属する結果となる場合には，その時期におい
て利益の配当があったと同様な課税関係を生ぜしめる必要があるのであ Q(l~
いずれにせよ利益分配を受け取る株主が個人である場合には，その配当金額
の一定割合を税額控除し（所得税法92条），それを受け取る株主が法人である場
合には，その配当金額は益金に算入きれないものとされる（法人税法23条）。
いうまでもなくかかる措置は，法人と株主聞の二重課税を排除しようとする趣
- 9 ー
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旨に基づくものである。配当等の益金不算入は，既に法人税の課税を受けた益
金の額が，その後，他の法人により株主の立場で受け取られた場合には，課税
を通じないでその法人の利益積立金額となることを意味する。いわば他の法人
の株主である法人杭利益配当を通して他の法人の利益積立．金を直接受け入れた
結果となるのである？
税法が配当等の額とみなす金額は，つぎの通りであるで
法人税法24条1項「法人…の株主等である内国法人が当該法人から次に掲げる金銭そ
の他の資産の交付を受けた場合において，その金銭の額及び金銭以外の資産の価額の
合計額がその交付の基因となった当該法人の株式…の帳簿価額をこえるときは，…その
こえる部分の金額のうち，当該法人の資本等の金額から成る部分の金額以外の金額は，
利益の配当又は剰余金の分配の額とみなす。
l. 当該法人の資本若しくは出資の減少又は株式の消却により交付きれる金銭その他
の資産
2. 当該法人からの退社又は脱退により持分の払戻しとして交付される金銭その他
の資産
3. 当該法人の解散により残余財産の分配として交付きれる金銭その他の資産
4. 当該法人の合併により交付される金銭その他の資産
(4) 
税法はみなし配当の範囲を拡大した。本節で考察したいのは此方である。
法人税法24条2項「法人につき次の各号に掲げる事実が生じたときは，・・各号に掲げ
る金額のうち当該法人の株主等である内国法人が・・各号に掲げる事実の発生の時におい
て有する株式（…第 1号の場合にあっては，消却されなかった株式とする。）に対応する
部分の金領は，利益の配当又は剰余金の分配の額とみなし，かつ，その内国法人が当
該事実の発生の特において当該金額の交付を受けたものとみなす。
1. 利益をもってする株式の消却 その消却した株式に対応する資本の金額（当額金傾
がその消却に充てた利益の金額をこえる場合には，当該利益の金額）
2. 利益積立金額の資本又は出資への組入れ，資本又は出資に組み入れた利益積立金鎖
3. 解散により残余財産の一部を分配した後における継続又は合併による消滅 その
分配が，まず，資本等の金額からされたものとした場合に計算される分配後の資本等
の金額が，その継続又は合併に際し資本等の金額として当該法人の貸借対照表に計
上きれている金額に不足する場合におけるその不足額
注 (1) 吉国二郎外「税務会計」 12← 13頁
(2) 吉国二郎「法人税法」（実務篇） 124頁
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(3) なお所得税法25条参照
(4) 2項3号もまた「利益の資本組入」に該当するが，特種なケースなので以下の考察
から除外した。
(2) 株式の利益消却（償還株の償還をふくむ）
商法212条1項「株式ハ資本減少ノ規定ニ従フニ非ザレパ之ヲ消却スルコト
ヲ得ズ但シ定款ノ規定ニ基キ株主ニ配当スベキ利益ヲ以テスル場合ハ其ノ限ニ
在ラズ」
上記但し書によって，株主に配当すべき利益をもって株式を消却する場合は，
資本減少の規定（375-380条）に従うことを要しないが，株式の消却を定款に規
定しておかなければならない。それが強制消却であると任意消却であるとを問
わないことは，いうまでもない。株主に配当すべき利益は，会社の純資産額が
資本額・法定準備金および所定の任意準備金をこえる額として把握される。も
っとも定款または株主総会の決議によって設定きれその使途が特定されている
任意準備金については，定款変更または株主総会の決議をもってその拘束を解
けば，これを株式の消却に充てることができると解きれる。
商法222条1項「会社ハ利益若ハ利益ノ配当，残余財産ノ分配又ハ利益ヲ以
テスル株式ノ消却ニ付内容ノ異ル数種ノ株式ヲ発行スルコトヲ得」
ここに数種の株式とは，優先株・劣後株・混合株および償還株などの意であ
る。償還株式とは，償還条項を付して発行の当初から会社の利益をもって消却
することが予定きれている特別種類の株式にはかならない。手lj益消却（212条1
項但し書）の場合には，償還が予定きれていないから一部の株式のみを対象と
する消却は許きれず，すべての株式につき平等になされなければならない。こ
れに対して償還株式は，特定の種類株として償還が予定されるものであるから，
株主平等の原則の例外をなすものであるとされる（~多くの場合，前者には普通
株が，後者には優先株が当てられるであろう。償還株式は，償還の選択権が会
社と株主のいずれにあるかによって，随意償還株式（強制！償還株式・任意償還株式）
と義務償還株式とに分けられる（：）
11 
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利益消却および償還株式の償還の場合，資本の減少を生ずるかどうかについ
ては説の分かれるところである。一説によれば，資本は減少するが，債権者保
護のため減少額と同額の特殊の償還準備金（あるいは消却積立金）を設定し，こ
れをも控除した後配当すべき利益が認められるとするものであ点この立場に
立つ立法例としては， ドイツ株式法（237条）やイギリス会社法（58条）がある（：）
しかし，資本と株式との相関的関連が切断され，資本の構成単位としての株式
の概念も認められなくなった現行商法では，株式の消却と資本の減少とは全く
別個の観念であって，この場合株式は消滅しでも資本は減少しないと解せられ
る。商法においては，正規の資本減少の手続をとらないかぎり，資本の減少は
生じないとされ出
いずれにしても利益による株式消却の場合，対価の支払いによっても資本に
！照応する基本財産は確保きれ，実質的にその減少をきたすことはないから，債
権者が不利益を蒙ることはない。また株主も，定款の定めによってそれを予知
することができるから，その利益を寄せられることはない。
税法において利益をもって株式を消却した場合には，資本金は減少しないで
利益積立金が減少するものと解釈される。そのことは，利益積立金が資本金に
転化することを意味する。利益積立金が資本金に転化すれば，将来それに相当
する部分が分配された場合，資本の払戻しとなってみなし配当の取扱いを受け
ず，また清算所得の課税においてはその資本に相当する残余財産の部分は，清
算所得の課税を免れることとなって課税との不均衡を生ずる。
そこで税法は，その消却した株式に対応する資本の金額を，消却されなかっ
た株式に対する利益の配当または剰余金の分配の頼として，その消却のときに
交付をうけたものとみなして計算することにしている。このような場合には，
一応，利益の分配と株式の消却を行なった後，その減少した資本に相当する額
だけ再投資を行なったとも見られるので，その利益の分配に相当する金額は，
当然配当として課税すべきものときれるのであ ~,16~
利益の全部または一部をもって株式の消却を行なった場合には，消却が行な
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われた後に残存する旧株式については，みなし配当と認められた金額の株式 1
株当りの金額をそれぞれの従前の帳簿価額に加算した額をもって，その後の各
事業年度の評価額の計算の基礎となる取得価額とするのである（法人税法他行令
43条）。
i主 (1) 菅原菊志稿「注釈会社法」（3）所収 263頁
(2) 「優先株の発行を容易にするためには，高率の優先配当率，累積的条項，参加的条
項など株主に有利な特典を与えなければならない。しかし，これらの条項は会社財務
にとって大きな負担となるばかりでなしその後会社にとうて有利な条件での新株発
行による会社の資本調達を困難ならしめるおそれがある。そこで，このような優先株
に償還条項を挿入すれば，会社の経営状況が好転したときにそれを償還して，これに
代えて，より低率の優先株・普通株または社債を発行するなど，有利な条件で資本を
調達することが可能となるu （菅原菊志稿，「前崎書」所収 265頁）
(3) 丹波康太郎教授によれば，「資本償還積立金は，資本と同様正規の減資の手続によ
らねば処分しえないーその性質は一一穂の『j東結』された利益剰余金（“frozen＇’earn司
ed surplus ）であるoJ （「資本会計」 155頁）
(4) 58-( I) (d) Where any such shares (redeemable preference shares) 
are redeemed otherwise than out of the proceeds of a fresh issue, there 
shall out of profits which would otherwise have been available for divide-
nd be transferred to a reserve fund, to be called "the capital redemption 
reserve fund~ a sum equal to the nominal amount of the shares redeemed, 
and the provisions of this Act relating to the reduction of the share ca-
pita! of a company shall, except as provided in this section, apply as if 
the capital redemption reserve fund were paid-up share capital of the 
company. 
(5) 菅原菊志稿「前掲書」所収 240頁
(6) 古河二郎「法人税法」（実際篇） 148 149# 
(3）株式配当・利益準備金の資本組入
商法293条ノ2,1項「会社ハ第 343条（定款変更決議の方法）ニ定ムル決議ヲ
以テ利益ノ配当ノ全部又ハ一部ヲ新ニ発行スル株式ヲ以テ為スコトヲ得」
株式配当の本質については，つぎのごとく学説が分かれていぷ
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第l説は，株式配当は現金配当に代わるものであり，現金配当の契機が少な
くとも論理的には内在しているという理由で，その配当性を基礎づける立場で
ある（鈴木竹雄「会社法」 189頁）。
第2説は，株式配当には，現金配当の契機が，単に観念的にではなく，現実
に存在するという理由でその配当性を肯定する考え方である （八木弘「株式配当
における新株の発行価額」産業経理18巻2号）。
第3説は，経済的意味における資本の増加に株式配当の配当性の根拠を求め
る立士蕩である（久保欣哉「株式配当論」 200頁）。
第4説は，第3説と同じ趣旨を，株主の持分（equ町）の増加という形で説明
する学説である（太田哲三「株式配当と株式分割」企業会計9巻12号）。
第5説は，株式配当を現物配当の一種と解してその配当性を基礎づける立場
である（松田二郎外「条解株式会社法」下巻 435頁）。
第6説は，株式配当は利益配当の一種ではなく，配当可能剰余金の資本組入
に伴う株式分割！であると説く （竹内昭夫「剰余金の資本組入」 204頁）。
所得税法上，株式配当は配当所得の一種として扱われ，その収入金額は，額
面株式が発行された場合はその額面金額，無額面株式が発行された場合は，株
主総会で定める発行価額によると規定されている（所得税法施行令部条）。ところ
で所得税法が株式配当を課税所得としているのは，株式配当を現金配当と同一
視する考え方に立つものではない。つぎに述べる利益準備金の資本組入の場合
も，新株の発行が行なわれると否とに関係なしこれをみなし配当として課税
の対象としているからである。株式配当を課税所得とする根拠は，株式なる特
別の有価物を取得したという事実に求めるのではなくして，会社における未分
配利益が株主に割り当てられたという事実に基づくものとみなければならない。
本来，会社の利益は株主のものであり，当期純利益または留保利益が配当・資
本組入その他何らかの会社の行為によって株主に割り当てられたとき，確実に
株主に帰属したものとして配当あるいは配当とみなきれるのである（う碁本的に
税法は，会社における株主持分の増加自体に課税するという立場をとりながら，
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課税の技術的困難をさけるために，利益剰余金が利益配当または資本組入とい
う形で割り当てられ処分きれた時点で課税しているものと考えられる。
株式配当が行なわれた場合，旧株および新株に付すべき 1株当りの取得価額は，
旧株1株の従前の帳簿価額とその新株の額面金額（当該新株が無額面株式である場
合には，その発行価額）に旧株1株について取得された新株の数を乗じて計算した
金額との合計額を，旧株1株について取得した新株の数に 1を加えた数で除し
て計算した金額とする（法人税法施行令42条）。
商法293条ノ3,1項， 2項「会社ハ取締役会ノ決議ニ依リ準備金ノ全部又ハ
一部ヲ資本ニ組入ルルコトヲ得②前項ノ場合ニ於テハ株主ニ対シ其ノ有スル株
式ノ数ニ応ジテ株式ヲ発行スルコトヲ得此ノ場合ニ於テハ株主ハ前項ノ決議ノ
時ヨリ新株ニ付株主トナル」
ここに準備金とは，法定準備金をさし任意準備金は含まれない。法定準備金で
あれば，利益準備金であろうと資本準備金であろうと問われない。またいずれ
を先に資本に組み入れでもよいとされ認とくに資本準備金については積立限度
がなし資本に比べて過大となる場合もありうるので，そのような不均衡を是
正する措置として資本への組入れを認め，さらに組入れの範囲で新株を発行し
て株主に交付できるとしていることには意義があ出しかし資本準備金は，会
計上資本金とともに資本項目に属し， したがってその資本組入れは資本項目聞
の振替えを意味するにすぎない。ともかしそれらの資本組入れは，資本の欠
損填補のために取り崩しえた法定準備金が（289条），厳重な債権者保護手続き
(375条～380条）をとらなければ減少できない資本に転換されるわけであり，会社
資産に対する法的拘束が強化され，その社内留保が恒久的なものとなる。
法定準備金を資本に組み入れた場合の課税関係は，資本準備金を資本に組み入れ
た場合と，利益準備金を資本に組み入れた場合とで根本的に異なる。税法におい
ても資本積立金と利益積立金とは，その性質を異にするので，両者の区別はき
わめて重要で、ある。資本準備金（資本積立金）を資本に組み入れでも，株式の発行
がなければ帳簿価額をそのまま踏襲し，株式の発行があれば従前の帳簿価額乞
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旧株l株について取得した新株の数に 1を加えた数で除して， 1株当りの帳簿
価傾を修正するだけである（法人税法施行令41条）。 しかし，利益準備金（利益
積丘金）を資本に組み入れた場合には，その組み入れた金額は，その際に交付を
受けたものとして利益の配当または剰余金の分配の額とみなされる（法人税法24
粂2頃 2号一）。 それは，利益積、工金に相当する資産が株主に配当されて，それが
資本として払い込まれたと同様の効果をもつものである。しかしこのことは，
利益積立金が資本金に転化したことを意味し，これを放置すれは＼その後はみ
なし配当・清算所得の課税が不可能になるので，この組入れが行なわれたとき
に，みなし配当の取扱いをするのである。この場合，株式を発行すると否とを
問わなし、。要するに配当とみなされる金制は，利益積立金に対応する部分の金
制だけであって，資本積立金から成る部分の金額は含まないのである（~
利益剰余金の資本組入れおよびこれに伴う新株の発行があうた場合には，旧
株 l株の従tlJの帳簿価額に，その組み入れた利益積立金のうち旧株1株に対応す
る金額を加算した金制を，旧株1株について取得した新株の数に lを加えた数
で除した金傾を，それぞれ新・！日株式のその後の取得価額とする（法人税法地行
令42条）。 上記の場合，資本組人れによる株式の発行がなかったときの株式1株
当りの取得悩傾は，利低の配当または剰余金の分配の傾として交付を受けたも
のとみなされる令制のうち旧株 I株に対応する部分の金額を加算した金額とす
る（向上43条）。
注 (1) 竹内昭夫稿「注釈会社法」（6）所収 294-295頁
なお株式配当の効用としてつぎのものが挙げられる。
①会社資金の確実な社内情保 ②株価の引下げあるいは市場性の回復 ③形式的な配
当率の引下げあるいは実質的な増配④株式の分散と経営者支配の安定 ⑤株価操作
の子段として利用 ⑥会社債権者に対する追加的保証
(2) 丹波康太郎「株式配当の課税問題」国民総済雑誌85巻 1号
(3) 竹内昭夫稿「前掲書」所収 320頁
竹内昭夫教授によれば，このような税法上の扱いは理論的にも正当ではなし政策的
にも妥当でないとされる。理論的にみると第1に，会社が任意準備金や利益準備金を
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資本に組み入れでも，それは会社の財産に対する法律上の規制の変更であって，株主の
財産状態には何の変更もない。第2に，株式配当が非課税ときれれば，会社解散の際
の残余財産分配等につき「みなし配当」として課税対象となる金額を計算する場合に，
残余財産分配等の形で交付される金額から控除きれる金額を，現行法上認められる金
額より少なくするという形で，調整を行なうべきである。したがって，課税の機会が
永久に失われるわけではない。かえって株式配当に課税することは，「みなし配当」の
先取りという意味をもつから，後に会社が解散した際に残余財産が資本の額に達しな
ければ先取りした税金の返還をしなけれは、ならないはずであるのに，これが認められ
ていないことに基づく不公平を生ずることになる。第3に，比較法的にいっても，株
式配当を課税所得とする法制はきわめて異例である。政策的にみても，自己資本の過
小というわが国の会社に一般的な欠陥を是正するためには，このような資本組入自体
に課税するという扱いは妥当でない（「前掲書」所収320-321頁）。このことは，株式配
当（利益準備金の資本組入）のみならず，株式の利益消却（償還株の償還）について
もいえるであろう。
(4) アメリカにおいては，株式配当の所得性についてつぎのようなルールがある（C.H.
Newlove & S.P.Garner, Advanced Accounting pp. 246 -24 7）。
① 株式配当が，以前の株式保有が示した持分（interest）と同じ持分を株主に与え
る場合には，彼は課税所得を受領しない。そうでない場合，彼は課税所得を受ける。
② 優先株に対して支払われた普通株の配当は，両方の種類株がすでに発行済であり，
同ーの株主によって比例的に所有きれていないならば，課税すべきである。
③ 他の優先株が発行済である場合，普通株に対して支払われた優先株の配当は，両
方の種類株が同ーの株主によって比例的に所有きれていないならば，課税すべきであ
る。
④ 他の優先株が社外にない場合，普通株に対して支払われた優先株の配当は，非課
干見である。
⑤ 配当を宣言する会社以外の会社の株式をもって支払われた配当は，課税すべきで
ある。
⑥ 株主の選択によって，現金か，発行会社の株式のいずれかによって支払われる配
当は課税すべきである。
⑦ 旧普通株に対して発行された優先株・普通株（その時優先株が発行きれていない
として）や利益剰余金の資本化は非課税である。
③ 株式の選択により， l株につきいくらという特定価格で，あるパーセントの額が
償還される旨の条項付きで，株式が配当として発行きれる場合，そのような償還から
の受領額は課税すべきである。しかし償還きれない株式は，真の株式配当である。
? ??
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⑨ 会社が，取締役によって定められた日に，表示価格による普通株を発行する旨を
保証するスクリップをもって支払われる配当は，非課税の株式配当である。
⑬端株によって表わされる株式が，完全株へ統合きれ株主のために売却きれる場合，
端株は非課税の株式配当として取り扱われる。しかし，端株を償なうために株式が授
権きれず，また端株の分配に代えて現金が配分きれる場合，端株は有税の現金配当と
成る。
⑪社外株の額面価額のうち未払込部分を決済するためになされた利益剰余金勘定か
ら株式資本金勘定への振替は，非課税の株式配当である。
⑫ 旧普通株と優先株の交換，旧普通株と同じ割合でなきれた普通株の金額の増加は，
非課税の株式配当であると考えられる。
(5) 立法論としては，利益準備金の資本組入れは認めるべきではないとする有力な見解
がある。 1つには，利益準備金を資本に組み入れると次期以降に再ぴその積立が必要と
なるから，取締役会決議による資本組入れにより次期以降の配当可能利益を減少せし
める結果になる。（石井照久「商法」 I423-4頁）。 2つには，配当可能利益をいった
ん利益準備金として積み立てた上で資本組入れを行なうと，結局，総会の特別決議に
よるべき株式配当を総会の普通決議と取締役会決議とで実行した形になる（大住達雄
「株式会社会計の法的考察」 253頁）。 3つには，積立限度が法定きれている利益準備
金の資本組入れを認める必要は乏しい（大隅健一郎「準備金の資本組入と株式分割」
株式会社法講座N）というのである（「前掲書」所収 328頁）。
(6) これと類似したものに，再評価積立金の資本組入れおよぴそれに基づく新株の無償
交付がある（「株式会社の再評価積立金の資本組入に関する法律」〈昭和26年〉）。なお
資産再評価法 109条ノ 2. 109条ノ 3参照。
(7) 吉国二郎「前掲書」 149-150頁
(4）合併差益
商法288条ノ2, 1項5号「合併ニ因リ消滅シタル会社ヨリ承継シタル財産ノ
価額ガ其ノ会社ヨリ承継シタル債務ノ額及其ノ会社ノ株主ニ支払ヒタル金額並
ニ合併後存続スル会社ノ増加シタル資本ノ額又ハ合併ニ因リ設立シタル会社ノ
資本ノ額ヲ超ユルトキハ其ノ超過額」
昭和25年改正法は，消滅会社の法定準備金は取り崩すこととし，もし合併差
益があれば，その全額を存続会社または新設会社の資本準備金として積み立て
ることを強制していた。すなわち，合併差益は，資本取引の結果生ずる剰余金
? ?， ，
?
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であって，株主に配当すべきではないから，その全額を資本準備金に積み立て
なければならないものとされた（：）
同条2項「前項第5号ノ超過額中合併ニ因リ消滅シタル会社ノ利益準備金其
ノ他会社ニ留保シタル利益ノ額二相当スル金額ハ之ヲ資本準備金ト為サザルコ
トヲ得此ノ場合ニ於テハ其ノ利益準備金ノ額二相当スル金額ハ之ヲ合併後存続
スル会社又ハ合併ニ因リ設立シタル会社ノ利益準備金ト為スコトヲ要ス」
昭和37年改正法は，実際上の便宜から，原則に対する例外として第 2項を
設け，消滅会社の資本準備金に相当する額は，存続会社または新設会社の資本
準備金とすることを要するが，消滅会社の利益準備金に相当する額は，資本準
備金としないで，存続会社または新設会社の利益準備金としてもよしまた消
滅会社の任意準備金その他の利益剰余金に相当する額も資本準備金としないで，
任意準備金または繰越利益剰余金となすことができるものとしぜ
旧法は，合併の本質観としての現物出資説と結び付きやすかった。企業会計
原則および会計学の通説もまた現物出資説であった守しかし改正法は人格承継
説ないし人格合一説に有利な実定法上の根拠を与えるに至った。税法の立場は現
物出資説ではなしむしろ人格承継説であろう。そうであるかぎり合併差益に
ついての税法の処理も，商法上容認されるもののごとくである。しかし，税法
は純然たる人格承継説に立つものではなくて）また受入資産の評価益から成る部
分については，資本準備金としないで課税の対象とするから，両者の差異は依
然残されている。それにしても元来，商法はこのような合併の本質観に根拠を
おいたものではないといわれる。
税法は，合併差益をっき、の順序で構成されるものと考えている（法人税法施行
令9条）。①受入資産の評価益②合併減資差益③被合併法人の資本積立金④被合
併法人の利益積立金 しかして上記合併差益金のうち，利益積立金からなる部
分および受入資産の評価益からなる部分の金額は，税法上資本取引によるもの
ではないので，所得の計算に入るべきものとされる。しかし，利益積立金から
なる部分の金額は，すでに法人税を課されたものであるから，それが合併差益
? ??
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金としてあらわれても益金の額に算入すべきものではない（法人税法27条）。 それ
はあたかも，ある法人の利益積立金が，配当を通じて他の法人の利益積立金に
なった場合に，その配当が益金不算入とされるのと同様な意味をもつからである。
そこで合併差益のうち，合併法人において益金の額に算入されるべき金額は，
合併減資差主主・資本積立金．利益積立金以外の部分からなる金額すなわち受入
資産の評価益に限られることにな出
かりに税法が合併の本質を現物出資とする立場にたつとするならば，その前
提として被合併法人の資産を，持分に応じて資本主に一応観念的に帰属させる
必要が生ずるであろう。現物出資説は合併差益の全額を資本剰余金とするから，
そのことは被合併法人の利益積立金等が資本化されることを意味する。とすれ
は、合併差益のうち利益積立金額に相当する部分については，清算所得を課税し
なければならない。つまり利益積立金の未決算勘定的な性格に対しては，税法
上一定の措置が必要となるはずである。そのことは課税上必ずしも適当なこと
とはいえないとされるT
注（1) 資産再評価法は，合併差益中に，被合併法人の再評価積立金に相当する金額がある
場合は，その金額は合併法人の再評価積立金に組み入れなければならないとしている（資
産再評価法 108条）。なお再評価積立金の資本準備金への組入れについては，同法 109
条の 2' 109条の 3参照。
(2) 合併によって，承継きれた結果，利益準備金が資本の 4分の lを超えることとなっ
た場合，その超える部分を，①資本準備金になるとする説②利益準備金としてそのま
ま積み立てるとする説③いかなる形態の利益剰余金としてもよしまた資本準備金と
することもできるとする説などがある（久保欣哉稿「注釈会社法」（6）所収222 223 
頁）。減資の場合と照応して，第 2説が適当であろう。
(3) Accounting Research Bulletins (No. 43, 1953 No. 48, 1957）によれば，持分
プ リング（poolingof interests ）と買収（purchase）は法的形式や法的考察にと
らわれることなし元の所有権（ownership）が存続するか，新しい所有権が生まれ
るかによって区別きれる。同旨「「企業利益概念と課税所得概念との関連」に関する意
見書」昭42.2，企業利益研究委員会
(4）例えば，〔工合併に際し評価益の計上を認める（法人税法施行令9条1項2号）ほか，
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②被合併会社の繰延欠損金は引き継がれず（基本通達4-2-18），③償却超過・評価換
えによる否認金の額等も打ち切られる（同上4 2 14）などにみられる。
(5) 合併によって取得した株式のl帳簿価格については，法人税法施行令44条参照。
(6) 吉国二郎外「税務会計」 21頁
吉国二郎外「法人税法」 （理論篇） 86頁
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